
大分市上下水道局排水設備工事店並びに排水設備工事責任技術者の 

違反行為に係る行政処分等取扱要領 
 

 （目的） 

第１条 この要領は、大分市公共下水道条例（昭和４３年 条例第３７号。以下「条例」という。）

第５条第３項による大分市上下水道局排水設備工事店の指定に関する規程（平成３０年 大

分市水道事業管理規程第４号。以下「規程」という。）その他関連法令等に違反する行為があ

った場合の行政処分又は行政指導を行うに当たり必要な事項を定めるものとする。 

 

 （定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

（１）指定工事店 

    条例第５条第１項に規定する指定工事店をいう。 

（２）責任技術者 

    条例第５条第２項に規定する排水設備工事責任技術者をいう。 

（３）違反行為 

    法、条例、規程その他関連法令に基づく処分に違反することをいう。 

（４）当事者 

    指定工事店又は責任技術者であって行政指導又は行政処分の対象となる違反行為をな

したと認められる 

２ この要領において、行政処分の種類とその意義は次のとおりとする。 

（１）指定取消し 

    規程第９条の規定により、指定工事店の指定を取り消すことをいう。 

（２）指定停止 

    規程第９条の規定により、指定工事店の指定取消しの猶予として、期限を定めて指定工

事店の指定の効力を停止することをいう。 

（３）登録取消し 

    規程第１６条第１項の規定により、責任技術者の登録を取り消すことをいう。 

（４）登録停止 

    規程第１６条第１項の規定により、責任技術者の登録取消しの猶予として、期限を定め

て責任技術者の登録の効力を停止することをいう。 

 

 （決裁区分等） 

第３条 この要領の決裁区分は、次のとおりとする。 

（１）行政指導等に係る決裁区分等 

  イ 指導書及び注意書の交付は、営業課長が行う。 

  ロ 警告書の交付は、部長が行う。 

（２）行政処分に係る決裁区分 

    指定又は登録の停止及び取消しは、管理者が行う。 



 （行政指導で対応する違反行為の範囲） 

第４条 上下水道局において違反行為を把握した場合は、当該違反行為の態様、当事者の対応等

が次の各号のすべてに該当するときに限り、行政指導で対応することができるものとする。 

（１）当事者の自発的努力で違反行為を中止し、又は違反行為の状態を除去したとき。 

（２）違反箇所及び周辺部の排水設備等に支障を生じる恐れがないとき。 

（３）行政指導により法の目的が達成できると明らかに認められるとき。 

 

 （当事者の意見陳述） 

第５条 行政処分を行おうとする場合には、大分市行政手続条例（平成８年条例第９号。以下「手

続条例」という。）第１３条の規定により行政処分の名あて人となるべき者に対して次の各号

の区分に従い、聴聞又は弁明の機会の付与（以下「意見陳述」という。）のための手続きをと

らなければならない。 

（１）指定取消し又は登録取消し 

    聴聞 

（２）指定停止又は登録停止 

    弁明の機会の付与 

２ 行政手続法第１３条第２項又は手続条例第１３条第２項に該当する場合は、前項の規定を

適用しない。 

３ 行政処分を行おうとする場合には、行政手続法第１４条又は手続条例第１４条の規定によ

り行政処分の名あて人となるべき者に対して、当該行政処分の理由を示さなければならない。 

４ 聴聞に係る手続は大分市聴聞規則の市長を管理者と読み替えて適用するものとし、弁明の

機会の付与に係る手続きは別に定めるものとする。 

 

 （違反行為の確認） 

第６条 上下水道局において違反行為を察知した場合は、次の各号に定める方法により速やか

に、違反行為が行われた日時及び場所、違反行為者、関係者、違反の具体的内容、該当条項等

の調査、確認を実施するものとする。 

（１）現場確認 

    違反行為の現場に立ち入り、写真撮影、帳簿書類その他の物件の調査を行う。 

（２）事情聴取、事実申立書の聴取等 

    当事者及び関係者から違反行為に関する事実関係の聴取等を行う。  

  

 （関係機関との連携） 

第７条 当該違反行為が他の関係法令に違反しているおそれがあると認められるときは、関係

法令等の所管行政庁及び大分県下水道協会の会員である他の地方公共団体と情報交換を行い、

正確な情報の把握に努めるものとする。 

  

 （行政指導） 

第８条 第６条の規定により違反行為が確認された場合の措置については、次の各号のとおり

とする。 



（１）指導書の交付 

    違反行為を確認した場合は、期日を指定し、当事者を呼び出し、指導書（様式第１号）

を交付するものとする。 

（２）注意書の交付 

    当事者が指導書による行政指導に応じない場合又は指導書の交付日から１年以内に違

反行為を起こした場合は、期日を指定して当事者を呼び出し、注意書（様式第２号）を交

付するものとする。 

（３）警告書の交付 

    当事者が注意書による行政指導に応じない場合又は注意書の交付日から１年以内に違

反行為を起こした場合は、期日を指定して当事者を呼び出し、警告書（様式第３号）を交

付するものとする。 

（４）例外の行政指導 

    文書による行政指導は、原則として前各号の規定により行うものとするが、違反行為の

内容が悪質である場合、違反行為による排水設備等への影響が甚大である場合、必要と認

められる場合は、初めての違反行為であっても注意書又は警告書により行政指導を行う

ことができるものとする。 

（５）違反行為の前歴 

 行政指導を受けた日から１年以上の期間を経過し、その間が無違反である場合は、違反

行為の前歴を抹消する。 

 

 （行政指導における留意点） 

第９条 行政指導を行うに当たっては行政手続法を遵守し、次の各号のことに留意しなければ

ならない。 

（１）行政指導は、任務又は所掌業務の範囲を逸脱してはならないこと。 

（２）行政指導は、相手方の任意の協力によってその目的が達成されるものであること。 

（３）相手方が行政指導に従わなかったことを理由として、不利な取扱いをしてはならないこと。 

（４）相手方に対して、当該行政指導の趣旨及び内容並びに責任者を明確に示さなければならな

いこと。 

 

 （違反行為の改善の確認） 

第１０条 行政指導を行った場合は、当事者に顛末書及び違反行為の改善計画書の提出を求め、

違反行為の改善の完了後には、改善状況を示す証拠写真等を添えた改善実施報告書の提出を

求めるものとする。 

 

 （指定の取消し等） 

第１１条 規程第９条による指定工事店の指定の取消し及び指定の取消しの猶予は、別表に定

める基準により次の各号のとおり行うものとする。 

（１）第８条の規定による警告書の交付日から１年以内に違反行為を起こした場合は、行政処分

の対象とする。 

（２） 違反行為が故意により上下水道局又は施主に対して実害を与えたと認められる場合その



他重大であると認められる場合は、行政処分を行うことができる。 

 

 （登録の取消し等） 

第１２条 規程第１６条による責任技術者の登録の取消し及び登録の取消しの猶予は、別表に

定める基準により次の各号のとおり行うものとする。 

（１）第８条の規定による警告書の交付日から１年以内に違反行為を起こした場合は、行政処分

の対象とする。 

（２）違反行為が故意により上下水道局又は施主に対して実害を与えたと認められる場合は、行

政処分を行うことができる。 

 

 （瑕疵によってなした指定等の取消し） 

第１３条 指定工事店又は責任技術者の欠格要件に該当する者が瑕疵により指定又は登録され

たことが、裁判所の判決書、市町村の刑罰等調書等により明らかとなった場合は、当該指定等

を取り消すものとする。この場合、行政手続法第１３条第２項第２号又は手続条例第１３条第

２項第２号の規定により聴聞の手続きは行わないものとする。 

 

（行政処分の手続）第１４条 行政処分を行うに当たっては、原則として次の手順を履行するも

のとする。 

（１）当事者が大分県下水道協会の会員である他の地方公共団体から指定工事店の指定を受け

ている場合、又は責任技術者の登録を受け選任されている場合は、関係する会員と処分の内

容等について情報共有を図る。 

（２）第５条に規定する意見陳述の後、行政処分内容等を検討する。 

（３）行政処分の内容を決定したときは、被処分者に対して処分内容、理由、根拠条項等を記載

した行政処分通知書（様式第４号の１、様式第４号の２、様式第４号の３、様式第４号の４）

を交付するとともに、行政不服審査法及び行政事件訴訟法に基づく教示 を行う。 

（４）行政処分の期間中は、被処分者は、条例第４条に基づく申請及び確認を受けることができ

ない。ただし、被処分者が、現に排水設備等の計画又は変更の確認について承認を受けてい

る場合、管理者は、当該計画に限り完成検査終了までは施工することができる旨の条件を付

することができる。 

 

（更新指定の際の処分期間の継続） 

第１５条 処分期間中に被処分者の指定又は登録の期間が満了し、かつ、更新された場合は、当

該処分の残存期間は、更新された指定期間に引き継ぐものとする。 

 

 （公表） 

第１６条 規程第１８条第１項第２号の公告を行った場合は、次の内容をホームページ等によ

り一般に周知するものとする。 

（１）被処分者の営業所名、代表者名及び営業所の所在地 

（２）取消し等の理由 

（３）根拠条文等 



 

 （行政処分の履行の確認） 

第１７条 行政処分を行った場合は、被処分者の営業所等への立ち入り等によって、処分の履行

状況を確認するものとする。 

 

 （処分完了の通知） 

第１８条 指定停止又は登録停止の期間を経過した時は、停止処分完了通知（様式第５号の１、

様式第５号の２）により被処分者に通知するものとする。 

 

 

附 則 

１ この要領は、令和７年６月１日から施行する。 

２ 施行日前に違反を行った指定工事店並びに責任事業者に対する処分の決定に際しては、従

前の処分基準によるものとする。 


